監事監査規程
（監査の目的）

第１条　公益社団法人全国調理職業訓練協会（以下「協会」という。）の監事の監査は、公益社団法人全国調理職業訓練協会定款第16条第１項の規定に基づき、協会の業務の適正、かつ、能率的な運営を確保することを目的とする。
（監査の方法）

第２条　監事は、書面監査、実地監査その他適当と認める方法によって定時又は臨時に監査を行う。

２　監事は、必要に応じて業務の報告を求め、又は業務及び財産の状況を調査し、もしくはその帳簿書類その他の物件を検査することができる。

（監査事項）
第３条　監査は、次の事項について実施する。

　（１）　諸法規、協会の規程、要領、細則等の実施状況
　（２）　事務能率、業務運営合理化の状況
　（３）　予算実施計画、事業実施計画及び資金計画の執行状況

　（４）　資産の取得、管理及び処分に関する事項

　（５）　決算報告及び財務諸表

（監査への協力）

第４条　監査にあたっては、協会職員は、監査に協力しなければならない。
（監事の総会、理事会等の会議への出席及び意見の開陳）
第５条　監事は、総会、理事会その他重要な会議に出席して意見を述べなければならない。

２　業務に関する重要な会議については、事務局長は事前に開催日時、場所、目的及び議題等を監事に通報するものとする。
（監査の補佐）
第６条　監事は、会長の承認を得て職員に監査を補佐させることができる。この場合において、監査の事務に従事する職員は、監査の結果について他に発表してはならない。
（監事に回付する文書）
第７条　次の各号に掲げる文書は、監事に回付するものとする。
　（１）　内閣府に対する認可又は承認の申請に関する文書
　（２）　規程、要領、細則等の制定及び改廃に関する文書
　（３）　業務運営の基本方針決定に関する文書

　（４）　契約に関する文書

　（５）　訴訟に関する文書

　（６）　その他業務上重要な文書又は業務上異例にわたる文書
（事故等の報告）
第８条　役職員は、業務上事故その他異例の事態が生じたときは、ただちにこれを監事に通報するものとする。
（意見の提出）
第９条　監事は、監査の結果に基づき必要があると認めたときは、会長又は内閣府に対して意見を提出するものとする。この場合において、必要があると認めるときは、改善案を付するものとする。
（改廃）
第１０条　この規程の改廃は、理事会の決議によるものとする。
附則
　　この規程は、一般社団法人及び一般財団法人に関する法律及び公益社団法人及び公益財団法人の認定等に関する法律の施行に伴う関係法律の整備等に関する法律（以下「整備法」という。）第１０６条第１項に定める公益社団法人の設立の登記の日から施行する。
監事に回付する文書について
	
	

	１　内閣府に対する認可又は承認の申請に関する文書
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